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規約変更及び役員等の選任に関するお知らせ 

 
DA オフィス投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、本日開催の役員会において、平成 19年

6月 27日開催の本投資法人の第 4回投資主総会（以下「本投資主総会」といいます。）の招集に関し、そ
の目的事項を下記のとおりとすることを承認いたしましたので、お知らせいたします。なお、下記の決

議事項は、投資主総会の決議によって効力を生じます。 

 

記 

 

１． 決議事項の概要 

第１号議案 規約変更の件 
本投資法人は、以下の理由に基づき規約の変更を企図しておりますので、本投資主総会におきま

して、規約の変更に係る議案を提出いたします。（規約変更の内容の詳細については、添付資料「第

４回投資主総会招集のご通知」をご参照ください） 

（規約変更の理由） 
① 「会社法」（平成 17 年法律第 86 号）が平成 18 年５月１日に施行され、投資信託及び投資法

人に関する法律等の投資法人に関わる法令が改正されたことに伴い、現行規約と関係法令との

字句等の統一を図るため、全般に亘って所要の変更を行うものであります。 

② 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成 18 年法律第 65 号）の施行に伴い、今後、投資

法人による短期投資法人債の発行が可能となるとされていることから、本投資法人の機動的か

つ効率的な資金調達を可能とするため、必要な条項を新設するものであります。 

③ 投資主総会に出席できない投資主様による電磁的方法による議決権の行使について、必要な

条項を新設するものであります。 

④ 本投資法人の設立の際に定めた規定について、規約を簡素化すべく、手続きの完了や期間の

経過により不要となった条項を、変更又は削除するものであります。 

 

第２号議案 執行役員１名選任の件 

執行役員 1名は、平成 19 年 7 月 10 日をもって任期満了となりますので、本投資主総会におきま

して、執行役員１名の選任に係る議案を提出いたします。（役員選任の詳細については、添付資料

 



 
 

「第４回投資主総会招集のご通知」をご参照ください） 

 

第３号議案 監督役員２名選任の件 

監督役員 2名は、平成 19 年 7 月 10 日をもって任期満了となりますので、本投資主総会におきま

して、監督役員２名の選任に係る議案を提出いたします。（役員選任の詳細については、添付資料

「第４回投資主総会招集のご通知」をご参照ください） 

 

第４号議案 会計監査人選任の件 

現会計監査人であるみすず監査法人より、同監査法人の業務終了に伴い平成19年8月1日以降、

監査業務を継続できない旨の申し出がありましたので、本投資主総会におきまして、会計監査人の

選任に係る議案を提出いたします。（会計監査人選任の詳細については、添付資料「第４回投資主

総会招集のご通知」をご参照ください） 

 

２．日程について 

平成 19 年 5 月 22 日投資主総会提出議案承認役員会 

平成 19 年 6 月 12 日投資主総会招集通知の発送（予定） 

平成 19 年 6 月 27 日投資主総会（予定） 

 

添付資料：第４回投資主総会招集のご通知 

以上 

* 本資料の配布先：兜クラブ、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

* 本投資法人のホームページアドレス：http://www.da-office.co.jp  

 

http://www.da-office.co.jp/


 

 

 

 

 

 

 

 

  平成19年６月12日 

投 資 主 各 位  

 東京都中央区銀座六丁目２番１号 

 ＤＡオフィス投資法人 
 執行役員 松 岡 孝 太 郎 

第４回投資主総会招集のご通知 

拝啓 投資主の皆様におかれましては、ますますご清栄のことと 
お慶び申し上げます。 
 さて、本投資法人の第４回投資主総会を下記のとおり開催いたし
ますので、ご出席くださいますようご通知申し上げます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら、後記の参考書類をご検討くださいまして、同封の議決
権行使書面に賛否をご表示いただき、平成19年６月26日（火曜日）までに到着す
るようご送付くださいますようお願い申し上げます。 
 また、本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律第93条第１項の規定
に従い、本投資法人規約において「みなし賛成」の規定を定めております。従い
まして、当日ご出席になられず、かつ、議決権行使書面による議決権の行使をな
されない場合、本投資主総会に提出された議案について賛成するものとみなして
お取扱いすることになりますので、ご留意くださいますようお願い申し上げます。 

＜本投資法人規約抜粋＞ 
第14条（みなし賛成） 
１．投資主が投資主総会に出席せず、かつ、議決権を行使しないときは、当該投
資主は、その投資主総会に提出された議案（複数の議案が提出された場合に
おいて、これらのうちに相反する趣旨の議案があるときは、当該議案のいず
れをも除く。）について賛成したものとみなす。 

２．前項の規定に基づき議案に賛成したものとみなされた投資主の有する議決権
の数は、出席した投資主の議決権の数に算入する。 

敬具 
記 

１、日   時：平成19年６月27日（水曜日）午後２時 
２、場   所：東京都港区新橋一丁目18番１号 

航空会館 ７階 大ホール 
（末尾の会場のご案内図をご参照ください。） 

３、会議の目的事項： 
決 議 事 項 
第１号議案 規約変更の件 
第２号議案 執行役員１名選任の件 
第３号議案 監督役員２名選任の件 
第４号議案 会計監査人選任の件 

各議案の要領は、後記「議決権の行使についての参考書類」
に記載のとおりであります。 

以上                                      

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください

ますようお願い申し上げます。 

－  － 
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－  － 
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議決権の行使についての参考書類 

 

議案及び参考事項 

第１号議案 規約変更の件 

１．議案の要領及び変更の理由 

(1) 「会社法」（平成17年法律第86号）が平成18年５月１日に施行され、投

資信託及び投資法人に関する法律等の投資法人に関わる法令が改正され

たことに伴い、現行規約と関係法令との字句等の統一を図るため、全般

に亘って所要の変更を行うものであります。 

(2) 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成18年法律第65号）の施行

に伴い、投資法人による短期投資法人債の発行が可能となることから、

本投資法人の機動的かつ効率的な資金調達を可能とするため、同法にお

いて要求されている要件に従い、第30条第１項を変更し、附則第１条を

新設するものであります。 

(3) 投資主総会に出席できない投資主様による電磁的方法による議決権の行

使について、第13条の２を新設するものであります。 

(4) 本投資法人の設立の際に定めた規定のうち、手続きの完了や期間の経過

により不要となった条項を変更、又は削除し、規約を簡素化すべく、第

１条を変更、並びに第18条第１項但し書き、第25条第１項但し書き、第

31条第１項但し書き、及び第12章の全体（第36条乃至第39条）を削除す

るものであります。 

 

２．変更の内容 

変更の内容は以下のとおりであります。 
 （下線が変更部分））
 

現 行 規 約 変 更 案 

第１条（商号） 第１条（商号） 

 U本規約で設立する U投資法人は、ＤＡオ

フィス投資法人 U（以下「本投資法人」とい

う。） U と称し、英文では DA Office 

Investment Corporationと表示する。 

 U本 U投資法人は、ＤＡオフィス投資法人と

称し、英文では DA Office Investment 

Corporationと表示する。 

第２条 第２条 

（省略） （現行どおり） 



 

 

 

 

 

 

 

－  － 
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現 行 規 約 変 更 案 

第３条（本店の U所在する場所 U） 第３条（本店の U所在地U） 

 本投資法人は、本店を東京都中央区に置

く。 

 本投資法人は、本店を東京都中央区に置

く。 

第４条（公告の方法） 第４条（公告の方法） 

 本投資法人の公告は、日本経済新聞に掲

載UしてU行う。 

 本投資法人の公告は、日本経済新聞に掲

載Uする方法により U行う。 

第５条（発行 Uする投資口の U総口数） 第５条（発行 U可能 U投資口総口数） 

１．本投資法人の U発行する投資口の総口数U

は、200万口とする。 

１．本投資法人の U発行可能投資口総口数 U

は、200万口とする。 

２．（省略） ２．（現行どおり） 

３．本投資法人は、第１項の投資口数の範

囲内において、役員会の承認を得て U投資

口の追加発行 Uができるものとする。 U当該

投資口の追加発行における U１口当たりの U

発行価額 Uは、発行日毎に均等に定めるも

のとし、本投資法人に属する資産（以下

「運用資産」という。）の内容に照らし

公正なU価額 Uとして執行役員が決定し、役

員会が承認する U価額Uとする。 

３．本投資法人 Uの執行役員 Uは、第１項の投

資口数の範囲内において、役員会の承認

を得てU、その発行する投資口を引き受け

る者の募集をすること Uができるものとす

る。 U募集投資口（当該募集に応じて当該

投資口の引受けの申込みをした者に対し

て割り当てる投資口をいう。） U１口当た

りの U払込金額 Uは、発行日毎に均等に定め

るものとし、本投資法人に属する資産

（以下「運用資産」という。）の内容に

照らし公正な U金額 Uとして執行役員が決定

し、役員会が承認する U金額 Uとする。 

第６条（投資口の取扱いに関する事項） 第６条（投資口の取扱いに関する事項） 

 本投資法人が発行する投資証券の種類、U

投資口の名義書換 U（証券保管振替制度によ

る実質投資主（以下「実質投資主」とい

う。）に関する名簿（以下「実質投資主名

簿」という。） Uへの記載又は記録を含む U。

以下同じ。） U、質権の登録及びその抹消 U、

投資証券の再発行その他の手続並びにその

手数料については、法令又は本規約の他、

役員会の定める投資口取扱規則による。 

 本投資法人が発行する投資証券の種類、U

投資主名簿 U（証券保管振替制度による実質

投資主（以下「実質投資主」という。）に

関する名簿（以下「実質投資主名簿」とい

う。） Uを含む U。以下同じ。） Uへの記載又は

記録U、投資証券の再発行その他の手続並び

にその手数料については、法令又は本規約

の他、役員会の定める投資口取扱規則によ

る。 

第７条及び第８条 第７条及び第８条 

（省略） （現行どおり） 



 

 

 

 

 

 

 

－  － 
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現 行 規 約 変 更 案 

第９条（招集） 第９条（招集） 

１．（省略） １．（省略） 

２．（省略） ２．（省略） 

３．投資主総会を招集するには、 U会日から

２か月前に会日 Uを公告し、 U会日から U２週

間前に U各 U投資主に対して書面 Uにて通知 Uす

る。 Uただし、かかる総会において議決権

を行使することができるすべての投資主

の同意がある場合には、招集の手続を経

ないことができる。 U 

３．投資主総会を招集するには、 U執行役員

は、投資主総会の日の２月前までに当該

日Uを公告し、 U当該日の U２週間前 UまでUにU、U

投資主に対して書面 Uをもってその通知を

発Uする。 

  （削除） 

第10条乃至第13条 第10条乃至第13条 

（省略） （現行どおり） 

（新設） U第13条の２（電磁的方法による議決権の行

使）U 

 U１．電磁的方法による議決権の行使は、法

令で定めるところにより、本投資法人の

承諾を得て、法令で定める時までに議決

権行使書面に記載すべき事項を、電磁的

方法により本投資法人に提供して行う。 U 

 U２．電磁的方法によって行使した議決権の

数は、出席した投資主の議決権の数に算

入する。U 

第14条 第14条 

（省略） （現行どおり） 

第15条（基準日） 第15条（基準日） 

 本投資法人は、必要があるときは、役員

会の決議を経て法令に従い予め公告して、

一定の日における最終の投資主名簿に記載

されている投資主又は登録質権者をもっ

て、その権利を行使すべき投資主又は登録

質権者とすることができる。 

 本投資法人は、必要があるときは、役員

会の決議を経て法令に従い予め公告して、

一定の日における最終の投資主名簿に記載

されU、又は記録され Uている投資主又は登録U

投資口 U質権者をもって、その権利を行使す

べき投資主又は登録 U投資口 U質権者とするこ

とができる。 



 

 

 

 

 

 

 

－  － 
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現 行 規 約 変 更 案 

第16条（投資主総会議事録） 第16条（投資主総会議事録） 

 投資主総会に関する議事については、議

事の経過の要領及びその結果を記載した議

事録を作成し、出席した議長、執行役員及

び監督役員が、これに署名若しくは記名押

印又は電子署名する。 

 投資主総会に関する議事については、議

事の経過の要領及びその結果 U並びにその他

法令で定める事項 Uを記載 U又は記録 Uした議事

録を作成し、出席した議長、執行役員及び

監督役員が、これに署名若しくは記名押印

又は電子署名する。 

第17条 第17条 

（省略） （現行どおり） 

第18条（執行役員及び監督役員の選任及び

任期） 

第18条（執行役員及び監督役員の選任及び

任期） 

１．執行役員及び監督役員は、投資主総会

の決議 Uをもって U選任する。 Uただし、法令

の規定により、設立の際に選任されたも

のとみなされる執行役員及び監督役員は

この限りでない。 U 

１．執行役員及び監督役員は、投資主総会

の決議Uによって U選任する。 

  （削除） 

２．（省略） ２．（現行どおり） 

第19条 第19条 

（省略） （現行どおり） 

第20条（執行役員及び監督役員の賠償責任

の免除） 

第20条（執行役員及び監督役員の賠償責任

の免除） 

 本投資法人は、執行役員又は監督役員 Uに

よる法令又は規約に違反する行為に関するU

責任について、当該執行役員又は監督役員

が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失

がない場合において、責任の原因となった

事実の内容、当該執行役員又は監督役員の

職務U遂行 Uの状況その他の事情を勘案して特

に必要と認めるときは、 U賠償の責めに任ず

べき額から以下に掲げる金額を控除した額

を限度として、 U役員会の決議 Uをもって U免除

することができる。 

 本投資法人は、執行役員又は監督役員 Uの

投信法第115条の６第１項の U責任につい

て、当該執行役員又は監督役員が職務を行

うにつき善意でかつ重大な過失がない場合

において UはU、責任の原因となった事実の内

容、当該執行役員又は監督役員の職務 Uの執

行Uの状況その他の事情を勘案して特に必要

と認めるときは、役員会の決議 Uによって法

令に定める限度において U免除することがで

きる。 



 

 

 

 

 

 

 

－  － 
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現 行 規 約 変 更 案 

U(1) 役員会の決議の日の属する営業期間

（第31条にいう営業期間をいう。以下

同じ。）又はその前の各営業期間にお

いて、当該執行役員又は監督役員が報

酬その他の職務遂行上の対価として本

投資法人から受け、又は受けるべき財

産上の利益（第２号に定めるものを除

く。）の額の営業期間毎の合計額のう

ち、最も高い額の４年分に相当する額 U 

（削除） 

U(2) 当該執行役員又は監督役員が本投資

法人から受けた退職慰労金の額及びそ

の性質を有する財産上の利益の額の合

計額と当該合計額をその職に就いてい

た年数で除した額に４を乗じた額との

いずれか低い額 U 

（削除） 

第21条及び第22条 第21条及び第22条 

（省略） （現行どおり） 

第23条（役員会議事録） 第23条（役員会議事録） 

 役員会に関する議事については、議事の

経過の要領及びその結果を記載した議事録

を作成し、出席した執行役員及び監督役員

が、これに署名又は記名押印する。 

 役員会に関する議事については、議事の

経過の要領及びその結果 U並びにその他法令

で定める事項 Uを記載 U又は記録 Uした議事録を

作成し、出席した執行役員及び監督役員

が、これに署名又は記名押印する。 

第24条 第24条 

（省略） （現行どおり） 

第25条（会計監査人の選任） 第25条（会計監査人の選任） 

 会計監査人は、投資主総会 Uにおいて U選任

する。 Uただし、法令の規定により、設立の

際に選任されたものとみなされる会計監査

人はこの限りでない。 U 

 会計監査人は、投資主総会 Uの決議によっ

てU選任する。 

 （削除） 

第26条乃至第29条 第26条乃至第29条 

（省略） （現行どおり） 



 

 

 

 

 

 

 

－  － 
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現 行 規 約 変 更 案 

第30条（借入金及び投資法人債発行の限度

額等） 

第30条（借入金及び投資法人債発行の限度

額等） 

１．本投資法人は、安定した収益の確保及

び運用資産を着実に成長させることを目

的として、資金の借入れ又は投資法人債

の発行を行うことができる。なお、資金

を借入れる場合は、証券取引法第２条第

３項第１号に規定する適格機関投資家か

らの借入れに限るものとする。 

１．本投資法人は、安定した収益の確保及

び運用資産を着実に成長させることを目

的として、資金の借入れ又は投資法人債 U

（短期投資法人債を含む。以下同じ。） U

の発行を行うことができる。なお、資金

を借入れる場合は、証券取引法第２条第

３項第１号に規定する適格機関投資家か

らの借入れに限るものとする。 

２．（省略） ２．（現行どおり） 

３．（省略） ３．（現行どおり） 

４．（省略） ４．（現行どおり） 

第31条（営業期間及び決算期） 第31条（営業期間及び決算期） 

 本投資法人の営業期間は、毎年６月１日

から11月末日まで、及び12月１日から翌年

５月末日まで（以下、営業期間の末日をそ

れぞれ「決算期」という。）とする。 Uただ

し、設立当初の第１期営業期間は、本投資

法人設立の日から平成18年５月末日までと

する。U 

 本投資法人の営業期間は、毎年６月１日

から11月末日まで、及び12月１日から翌年

５月末日まで（以下、営業期間の末日をそ

れぞれ「決算期」という。）とする。 

 （削除） 

第32条（金銭の分配の方針） 第32条（金銭の分配の方針） 

 本投資法人は、原則として以下の方針に

基づき分配を行うものとする。 

 本投資法人は、原則として以下の方針に

基づき分配を行うものとする。 

(1) 利益の分配 (1) 利益の分配 

① 投資主に分配する金銭の総額のう

ち、 U投信法第136条第１項 Uに定める

利益の金額（以下「分配可能金額」

という。）は、わが国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算される利益（決

算日の貸借対照表上の資産合計額か

ら負債合計額を控除した金額（純資

産額）から出資総額、出資剰余金及

び U評価差額金 Uの合計額（出資総額

等）を控除した金額をいう。）とす

る。 

① 投資主に分配する金銭の総額のう

ち、 U投信法 Uに定める利益の金額（以

下「分配可能金額」という。）は、

わが国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して

計算される利益（決算日の貸借対照

表上の資産合計額から負債合計額を

控除した金額（純資産額）から出資

総額、出資剰余金及び U評価・換算差

額等Uの合計額（出資総額等）を控除

した金額をいう。）とする。 
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現 行 規 約 変 更 案 

② （省略） ② （現行どおり） 

(2) （省略） (2) （現行どおり） 

(3) 分配金の分配方法 (3) 分配金の分配方法 

 本条に基づく分配は、金銭により行

うものとし、原則として決算期から３

か月以内に、決算期現在の最終の投資

主名簿 U（実質投資主名簿を含む。） Uに

記載のある投資主又は U登録質権者 Uを対

象に投資口の所有口数に応じて分配す

る。 

 本条に基づく分配は、金銭により行

うものとし、原則として決算期から３

か月以内に、決算期現在の最終の投資

主名簿に記載 U又は記録 Uのある投資主又

は U登録投資口質権者 Uを対象に投資口の

所有口数に応じて分配する。 

(4) （省略） (4) （現行どおり） 

(5) （省略） (5) （現行どおり） 

第33条 第33条 

（省略） （現行どおり） 

第34条（業務及び事務の委託） 第34条（業務及び事務の委託） 

１．（省略） １．（現行どおり） 

２．本投資法人は、資産の運用及び保管に

係る業務以外の業務に係る事務であっ

て、 U投信法第111条 Uに定める事務（以下

「一般事務」という。）については第三

者に委託する。 

２．本投資法人は、資産の運用及び保管に

係る業務以外の業務に係る事務であっ

て、 U投信法第117条 Uに定める事務（以下

「一般事務」という。）については第三

者に委託する。 

３．U本投資法人の成立後に委託する事務の

うち、 U本投資法人の発行する投資口及び投

資法人債券の募集に関する事務、 U投資法人

債の名義書換に関する事務、 U投資証券及び

投資法人債の発行に関する事務並びに投資

法人債権者に係る事務（投資信託及び投資

法人に関する法律施行規則（平成12年総理
府令第129号。その後の改正を含む。）第
U124U条第2項第4号及び第5号に定める各事務
のことをいう。）は、適宜、役員会が定め

る一般事務受託U会社Uに対し、当該各業務を

委託することとする。 

３．本投資法人の発行する投資口及び投資

法人債券の募集に関する事務、 U投資法人

債原簿の作成及び備置きその他の投資法

人債原簿に関する事務、 U投資証券及び投

資法人債 U券Uの発行に関する事務並びに投

資法人債権者に係る事務（投資信託及び

投資法人に関する法律施行規則（平成12
年総理府令第129号。その後の改正を含
む。）第 U169 U条第2項第4号及び第5号に定
める各事務のことをいう。）は、適宜、

役員会が定める一般事務受託 U者 Uに対し、

当該各業務を委託することとする。   
第35条 第35条 

（省略） （現行どおり） 
U第12章 附 則U （削除） 
U第36条（設立企画人） U （削除） 

 U本投資法人の設立企画人の名称及び住所

は以下のとおりである。 U 

 

U名 称：株式会社ダヴィンチ・セレクト U  
U住 所：東京都中央区銀座六丁目２番１

号U 
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現 行 規 約 変 更 案 

U第37条（設立企画人報酬） U （削除） 

 U設立企画人は、本投資法人の設立に係る

成立までの役務に対する報酬として5,000

万円を受領する。 U 

 

U第38条（投資法人の負担に帰すべき設立費

用並びにその内容及び金額） U 

（削除） 

 U本投資法人の負担に帰すべき設立費用

は、本投資法人の設立に係る専門家（弁護

士、公認会計士及び税理士等を含む。）に

対する報酬及びその他設立のための事務に

必要となる費用（設立登記の登録免許税、

創立総会に関する費用、投信法第187条に

規定する登録のために支出した費用及び投

資証券の作成印刷費等を含む。）とし、そ

の金額は3,000万円を上限とする。 U 

 

U第39条（設立の際に発行する投資口の発行

価額及び口数） U 

（削除） 

 U本投資法人の設立の際に発行する投資口

の発行価額は１口当たり50万円とし、発行

口数は400口とする。 U 

 

（新設） U附  則U 

 U第１条（短期投資法人債に係る規定の効力

発生日）U 

 U 本規約中、短期投資法人債に係る規定に

ついては、証券取引法の一部を改正する法

律（平成18年法律第65号）第５条の施行日

より有効となることとする。 U 
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第２号議案 執行役員１名選任の件 

執行役員１名は、平成19年７月10日をもって任期満了となりますので、

執行役員１名の選任をお願いするものであります。なお、執行役員松岡

孝太郎は、平成18年11月20日に本投資法人執行役員に就任しております

が、本投資法人規約の定めにより、その任期が前任者の残存期間と同一

とされているため、平成19年７月10日をもって任期満了となるものです。 

また、本議案において、執行役員の任期は、本投資法人規約の定めによ

り、就任する平成19年７月11日より２年とします。 

 

執行役員候補者は次のとおりであります。 

氏       名 
（生 年 月 日） 

略 歴 

（まつおかこうたろう）

松  岡  孝 太 郎

（昭和50年１月14日生） 

平成９年４月 株式会社日航商事（現株式会社

JALUX）入社 

平成11年９月 ワシントン大学留学 

平成12年10月 株式会社旺栄 入社 

平成14年２月 株式会社ダヴィンチ・アドバイザーズ 

入社 

平成17年10月 株式会社ダヴィンチ・セレクト 出向 

平成18年１月 株式会社ダヴィンチ・セレクト 転籍 

平成18年２月 同社取締役投資運用部長就任 

（現職） 

平成18年11月 本投資法人執行役員就任（現職） 

所有する本投資法人の投資口数 10口 

・執行役員候補者松岡孝太郎は、本投資法人が資産運用委託契約を締結している株式会社

ダヴィンチ・セレクトの取締役投資運用部長であり、投資信託及び投資法人に関する法

律第13条に基づく内閣総理大臣の兼職承認を受けております。 
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第３号議案 監督役員２名選任の件 

監督役員２名は、平成19年７月10日をもって任期満了となりますので、

監督役員２名の選任をお願いするものであります。 

なお、本議案において、監督役員の任期は、本投資法人規約の定めによ

り、就任する平成19年７月11日より２年とします。 

 

監督役員候補者は次のとおりであります。 

候補者 
番 号 

氏       名 
（生 年 月 日） 

略 歴 

（ひらいしたかゆき） 

平 石 孝 行 

(昭和40年10月16日生) 

平成４年４月 弁護士登録 スプリング法律事務所

（旧名称：沖信・石原・清法律事務

所）入所 

平成７年９月 University of Connecticut School 

of Law留学 

平成８年９月 Pillsbury Winthrop Shaw Pittman  

LLP（旧名称：Pillsbury, Madison & 

Sutro LLP）法律事務所Los Angels 

Office勤務 

平成９年９月 スプリング法律事務所復帰（現職） 

平成17年７月 本投資法人監督役員就任（現職） 

１ 

所有する本投資法人の投資口数 なし 

（さ く ま ひ ろ し） 

佐 久 間   宏 

(昭和34年１月28日生) 

昭和58年４月 日本電気株式会社 

平成元年９月 アーサーアンダーセン 

平成３年４月 クーパース＆ライブランド 

平成７年９月 スミス・バーニー証券会社 

平成８年７月 ソロモン・ブラザーズ・アジア証券

会社 

平成10年４月 佐久間公認会計士事務所開所（現

業） 

平成12年５月 株式会社ジャストプランニング取締

役就任（現職） 

平成17年７月 本投資法人監督役員就任（現職） 

２ 

所有する本投資法人の投資口数 なし 

・上記監督役員候補者と本投資法人の間には、特別の利害関係はありません。 
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第４号議案 会計監査人選任の件 

本投資法人の現会計監査人であるみすず監査法人より、同監査法人の業

務終了に伴い、平成19年８月１日以降監査業務を継続できない旨の申し

出が平成19年５月21日付けでありましたので、平成19年８月１日付で新

日本監査法人を会計監査人として選任することをお願いするものであり

ます。 

会計監査人候補者は次のとおりであります。 

会計監査人候補者 

 名 称 新日本監査法人 

 事務所 
東京都千代田区内幸町二丁目２番３号  日比谷国際ビ

ル 

 

沿 革

 

 

 

 

太田昭和監査法人（昭和60年10月設立）とセンチュリー

監査法人（昭和61年１月設立）が平成12年４月に合併

し、監査法人太田昭和センチュリーとなる。平成13年７

月に名称を新日本監査法人とする。 

 

概 要

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成19年３月31日現在） 

公認会計士                1,748名 

会 計 士 補                 978名 

関与会社数                4,517社 

出 資 金              1,694百万円 

事 務 所 等   国内 東京ほか       34カ所 

連絡事務所         3カ所 

海外駐在          24カ所 

 

参考事項 

本投資主総会に提出される議案のうちに相反する趣旨の議案があるとき

は、当該議案のいずれにも、本投資法人規約第14条第1項に定める 

「みなし賛成」の規定は適用されません。 

なお、上記の第1号議案乃至第4号議案の各議案はにつきましては、い

ずれも相反する趣旨の議案には該当しておりません。 

 

以上 



 

 

 

 

 

 

 

投資主総会会場ご案内図 

 

Ｊ Ｒ：新橋駅         日比谷口 徒歩５分 

地下鉄：東京メトロ銀座線新橋駅 ⑦⑧出口  〃 ５分 

    都営浅草線新橋駅    ⑦⑧出口  〃 ５分 

    都営三田線内幸町駅    A2出口  〃 １分 

    東京都港区新橋一丁目18番１号 航空会館
    ７階 大ホール 

    ・（03)3501－1272（代表） 

お願い：航空会館には時間貸し駐車場はございません。また、当日ご来場の際には会場周
辺道路の混雑が予想されますのでお車でのご来場はご遠慮願います。 

 
 

 

 

 

 

 

 


